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Ⅰ．はじめにⅠ．はじめにⅠ．はじめにⅠ．はじめに

○　平成 13 年度の我が国経済は、国内総生産の実質成長率が３年ぶりにマイ

ナスになると見込まれるなど、年度を通じて厳しい状況が続きました。

平成 14 年度は、米国経済の改善が見込まれること等から、年度後半には回

復に向けて動きだすものの、関西経済は、素材型産業のウェイトが高く産業

構造の転換が遅れていることや本店機能の東京シフト、工場のアジアシフト

という二重の空洞化などから、未だ明るさの見えない状況が続くと予想され

ます。

こうした経済の影響による関西のエネルギー需要の伸び悩みに加え、新規

参入者やオンサイト電源等とのエネルギー間競争はますます激化しており、

引き続き、厳しい経営環境が続くものと見込まれます。

また、電力小売の部分自由化開始にあわせ、資本市場の電力各社に対する

見方がより選別的になる中、昨年 11 月には総合資源エネルギー調査会電気

事業分科会において、自由化に関する議論が再開されており、電気事業を取

り巻く環境変化のスピードは一段と速くなっていくことが予想されます。

一方、お客さまニーズの多様化や規制緩和の進展による情報通信市場の成

長などといったビジネスチャンスの拡大もあり、「さらなる成長に向けた新

たな価値の提供」とそれを可能にする「強靱な企業体質の構築」がますます

重要となっております。

○　当社は、平成 12 年４月に「中期経営方針～かんでんブランドを選んでい

ただくために～」を策定し、当社を支えていただく皆さまからの「信頼」を

ベースに事業活動を展開してまいりました。

今後とも、関西電力およびグループ企業（以下、「関電グループ」とします）

は、「信頼」を提供できる最大の「価値」として位置づけ、活動してまいり

ます。

【活動指針】【活動指針】【活動指針】【活動指針】

・関電グループは、お客さまに信頼され選んでいただける（かんでんブラ

ンド）商品をお届けします。

・ 関電グループは、株主の皆さま、地域社会の皆さまの信頼に応えてまい

ります。
・関電グループは、そこに働く人々とともに、「信頼」の創造に英知を結
集します。
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Ⅱ．平成１４年度経営の基本的方向性Ⅱ．平成１４年度経営の基本的方向性Ⅱ．平成１４年度経営の基本的方向性Ⅱ．平成１４年度経営の基本的方向性

資源・環境の保全を図りながら、安定した電気を低廉な価格でお届けするこ

とによって、地域の発展に寄与し、お客さまに満足していただくことが当社の

変わらぬ使命であり、今後もこうした活動を通じて、地域社会、お客さまから

の信頼を得られるよう努めてまいります。

また、電気のみならず、関電グループ全体の提供する商品・サービスでお客

さまのあらゆるニーズにお応えし、お客さまに新たな信頼（満足）を提供する

とともに、収益力・企業体質の強化を図り、株主の皆さまからのさらなる信頼

（信任）の獲得に努めてまいります。

平成 14年度の経営にあたっては、「トータルソリューションパワー」をキー

ワードに関電グループの総合力を結集し、以下の経営目標の達成に向け、「お

客さま価値の創造」「経営基盤の構築」「人づくり・しくみづくり」の３つの重

点実施項目に取り組んでまいります。

【経営目標】【経営目標】【経営目標】【経営目標】

○お客さまに選んでいただける料金レベルとメニューを提供すると同時
に、関電グループで提供するサービスを組み合わせた総合的なソリューシ
ョン営業を強化してまいります。

○さらなる効率化に努め、生み出したキャッシュフローを、将来の収益基
盤拡大につながる新規事業を中心とした投資と、財務体質の改善に重点的
に充当します。
・ 関西電力単独の設備投資を、平成１４～１６年度の平均で３，４００億
円以下に抑制するなど、業務全般にわたり効率化を進め、単独のフ
リーキャッシュフローを３ヶ年の平均で３，１００億円以上確保する
ことを目指します。

・ グループ事業につきましては、当社グループが持つ技術・ノウハウ
を活用し、将来の収益が期待できる情報通信事業、ガス事業を中心
に、平成１４～１６年度の平均で９００億円の設備投資を行い、５年後
の平成１８年度には、経常利益２９０億円以上を目指します。

・ グループ連結のフリーキャッシュフローは、平成１４～１６年度の平
均で２，５００億円以上を確保し、原則として、有利子負債返済に充
当することでグループ全体の財務体質強化を図り、平成１６年度末で
の有利子負債残高３．８兆円以下、株主資本比率２４％以上を目指し
ます。



 3

【重点実施項目】【重点実施項目】【重点実施項目】【重点実施項目】

○お客さま価値の創造○お客さま価値の創造○お客さま価値の創造○お客さま価値の創造

総合エネルギー、生活アメニティ、情報通信の各分野からなる総合生活基盤

産業として、関電グループ全体で、お客さまそれぞれのニーズに沿ったソリュ

ーションをご提供できるよう事業を展開してまいります。

・ご家庭向けには、オール電化、ホームセキュリティ、インターネットサー

ビスなどを組み合わせ、お客さまの生活の場に「安心・便利・快適」な環

境をお届けしてまいります。

・ビジネス向けには、コージェネシステム、ＥＳＣＯや法人向けＩＰサービ

スなどを組み合わせ、管理や保守の負担等を含めたトータルコストが最も

経済的な形で、お客さまのビジネスニーズにお応えできるソリューション

を提供してまいります。

○経営基盤の構築○経営基盤の構築○経営基盤の構築○経営基盤の構築

激化する競争環境の中で、厳しい競争を勝ち抜くためには、強靱な企業体質

の構築が不可欠です。原子力の安全・安定運転を第一に、エネルギーセキュリ

ティの確保や地球環境問題への対応など長期的・公益的な課題について引き続

き取り組んでいくことはもちろん、さらなる効率化を推進することにより、競

争力の確保と財務体質の強化に努め、お客さまや株主の皆さまのご期待に応え

てまいります。

○人づくり○人づくり○人づくり○人づくり・しくみづくり・しくみづくり・しくみづくり・しくみづくり

こうした取り組みのベースとなるのは人であり、それを支えるしくみであり

ます。

一人ひとりが、全てのお客さまニーズに責任をもって対応できること、そし

て、自らが考え、行動できることこそが、企業活力の源泉です。

このような成長の源泉である従業員一人ひとりが能力を最大限に発揮し、成

果に結びつけることができるよう、成果評価制度を始めとする人事制度を本格

的に展開してまいります。

また、経営管理システムの本格運用や関係会社を含めた成果契約制度を導入

し、自律的な戦略展開を図るとともに、関係会社の抜本的な再編成などにより、

関電グループ全体での経営資源の最適配分を目指します。

以上の重点実施項目を「Ⅲ．アクションプラン」により、推進してまいりま

す。
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Ⅲ．アクションプランⅢ．アクションプランⅢ．アクションプランⅢ．アクションプラン
１．お客さま価値の創造１．お客さま価値の創造１．お客さま価値の創造１．お客さま価値の創造
総合エネルギー、生活アメニティ、情報通信の各分野からなる総合生活基盤

産業として、関電グループ一体となり、お客さまそれぞれのニーズに沿ったソ

リューションを提供してまいります。

また、引き続き地球環境問題に対して積極的に取り組んでいくことに加え、

これまでの環境保全に関する技術・経験の蓄積を新たなビジネスに結びつけて

いきます。

１－１．総合エネルギー分野１－１．総合エネルギー分野１－１．総合エネルギー分野１－１．総合エネルギー分野
（１）電気事業（１）電気事業（１）電気事業（１）電気事業

今後の電力需要においては、短期的に国内経済の低迷や構造改革を加速

する集中調整期間が続くと予想されること、また、長期的にも人口の減少、

省エネ家電機器の普及、電力多消費型産業から寡消費型への産業構造の転

換が見込まれること等、マイナス要因も少なくありません。

しかしながら、長期的には生活水準の向上、情報化社会の進展、さらな

る都市開発等、プラス要因も多く、電力需要は、民生分野を中心に緩やか

な増加基調で推移していくものと見込まれます。

一方、電力小売の部分自由化による他事業者との販売競争は、今後ます

ます激化すると予想されるとともに、分散型電源の普及は当社の販売電力

量の動向を大きく左右すると考えられます。

そうした競争時代においても、できる限り多くのお客さまに当社の電気

をお使いいただけるよう、お客さまニーズを先取りした新商品・新メニュ

ーの開発や営業スタッフのソリューション力の強化等により、今後３年間

で全電化住宅 15万軒、蓄熱式空調システム 3,000 件を獲得するなど、住

宅・産業・空調分野でのシェア拡大を目指してまいります。

以上を踏まえ、販売電力量については、平成 12年度から 23年度まで年

平均伸び率（気温補正後）1.1％と緩やかな販売増を計画しています。

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞
平成 13年度推定実績 平成 14～16年度３ヶ年計

全電化住宅 3.5万軒 15万軒
蓄熱空調システム 1,000件 3,000件
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＜販売計画＞＜販売計画＞＜販売計画＞＜販売計画＞

年度
項目

平成１２
(実績)

１３
(推定実績)

１４ １５ １６ １７ １８ ２３ 平成 12～23年度
年平均伸び率

販売電力量
(億 kWh)

1,429

<1,406
>

1,398

<1,382
>

1,383 1,401 1,418 1,442 1,465 1,578
0.9

<1.1>

　　　　　　　　　　　　　（注）＜　＞内には気温補正後の値を記載しています。

【具体的方策】【具体的方策】【具体的方策】【具体的方策】

○お客さまのニーズにあった商品○お客さまのニーズにあった商品○お客さまのニーズにあった商品○お客さまのニーズにあった商品・メニューの開発・メニューの開発・メニューの開発・メニューの開発

メーカーとのタイアップ強化により、自然冷媒（ＣＯ２）ヒートポンプ

給湯器（＊１）「エコキュート」の高機能化やリフォーム対応床暖房、機

能性の高い電化厨房機器など魅力ある新商品を開発します。また、はぴｅ

パッケージの拡大、ビルや工場のお客さまへの省エネ診断や瞬時電圧低下

対策など、サービスメニューの充実を図ることで、お客さまに新たな価値

を提供し、オール電化を強力に推進していきます。

＊１　自然冷媒（ＣＯ２）ヒートポンプ給湯器の特徴
・従来のフロン冷媒によるヒートポンプ給湯器よりエネルギー効率が高く、省エネ性に
優れており、ランニングコストも安くなっています。

・工業製品の製造過程で排出されるＣＯ２を冷媒として再利用するため、温暖化ガスの
排出抑制が図れます。

○電化ライフ相談室の機能強化○電化ライフ相談室の機能強化○電化ライフ相談室の機能強化○電化ライフ相談室の機能強化

電化ライフ相談室は、月 3,000件程度の電化に関するご相談を承ってお

り、オール電化を検討されているお客さまとの重要な接点となっておりま

す。

今後、スタッフのコンサルティング能力の向上を図るとともに、電話受

付からコンサルティング・現場出動までスピーディかつ一貫して行える体

制を強化し、クイックレスポンスをさらに徹底することで、オール電化の

一層の推進を図っていきます。

○コールセンターの設置○コールセンターの設置○コールセンターの設置○コールセンターの設置

平成 15 年度以降、お客さまセンター受付業務を４箇所程度のコールセ

ンターに集約し、お客さまの生の声の収集・分析を行い、サービス・業務

改善につなげるとともに、クイックレスポンスの提供等、お客さま満足の

獲得に努めてまいります。
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○神戸市内の営業所の統合○神戸市内の営業所の統合○神戸市内の営業所の統合○神戸市内の営業所の統合・京都北部の営業所の機能集中化・京都北部の営業所の機能集中化・京都北部の営業所の機能集中化・京都北部の営業所の機能集中化

平成 14 年度に、三宮・兵庫営業所を統合、また、舞鶴・宮津営業所の

間接業務を福知山営業所に集中化するなど、営業所エリア・機能を再編し、

マーケット規模等に応じた要員の戦略的な再配置を行うことにより、お客

さま満足の向上と販売力の一層の強化を図ります。

○当社の技術力を活用した電化機器の設置、屋内配線工事の実施○当社の技術力を活用した電化機器の設置、屋内配線工事の実施○当社の技術力を活用した電化機器の設置、屋内配線工事の実施○当社の技術力を活用した電化機器の設置、屋内配線工事の実施

平成 14 年度下期からの本格実施に向けて、グループ会社と合同で研修

をすすめ、今後、低廉な配線工法の開発などに加え、グループの組織力を

最大限活用した電化機器設置・メンテナンスの体制を拡大し、オール電化

住宅を推進していきます。

○レドックスフロー電池のコストダウンの加速○レドックスフロー電池のコストダウンの加速○レドックスフロー電池のコストダウンの加速○レドックスフロー電池のコストダウンの加速

電池本体についてさらなるコストダウンを強力に進めるとともに、負荷

平準化に加え、瞬時電圧低下対応、非常用電源等の多機能化を図り、ソリ

ューション営業メニューを拡大します。

○低温作動ＳＯＦＣ○低温作動ＳＯＦＣ○低温作動ＳＯＦＣ○低温作動ＳＯＦＣ（固体酸化物形燃料電池）の開発研究（固体酸化物形燃料電池）の開発研究（固体酸化物形燃料電池）の開発研究（固体酸化物形燃料電池）の開発研究

既に、世界最高の出力密度を実現する電池セルを開発しておりますが、

今後は、引き続き数 kＷ～数百 kＷ級システムの開発を目指していきます。
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（２）ガス事業（２）ガス事業（２）ガス事業（２）ガス事業
　　　総合エネルギー事業として、ガス販売をはじめ、コージェネシステムや

ＥＳＣＯサービスなどもあわせ、お客さまに最適なエネルギーを提供する

よう、取り組んでまいります。

【具体的方策】【具体的方策】【具体的方策】【具体的方策】

○ガス販売の推進○ガス販売の推進○ガス販売の推進○ガス販売の推進

　　　平成 12年度に開始したＬＮＧのロ－リ－販売に加え、平成 14年度から

導管によるガス販売を開始し、平成 14年度の販売は約 20万トンを見込ん

でおります。

事業開始の 10年後に、年間 50万トンのガス販売量を目標としておりま

すが、この目標の早期達成を目指してまいります。

　○総合エネルギーサービスの実施　○総合エネルギーサービスの実施　○総合エネルギーサービスの実施　○総合エネルギーサービスの実施

　　　当社のガス販売を代行する関電ＧＡＳＣＯを通じ、コージェネシステム

とＥＳＣＯサービスを中心に、エネルギーシステム全体にわたるサービス

を提供してまいります。

○ＬＮＧ基地の建設○ＬＮＧ基地の建設○ＬＮＧ基地の建設○ＬＮＧ基地の建設

　　　電気事業における競争力を強化し、あわせてガス事業における新拠点を

確保するため、平成 17 年の操業開始を目指して、大阪湾岸地域に堺ＬＮ

Ｇセンターを建設中です。
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１－２．生活アメニティ分野１－２．生活アメニティ分野１－２．生活アメニティ分野１－２．生活アメニティ分野
お客さまからの信頼をベースに、ホームセキュリティ、住宅性能評価、オー

ル電化住宅・マンションの提供など、「安心・便利・快適」な生活環境づくり

に積極的に取り組んでまいります。

【具体的方策】【具体的方策】【具体的方策】【具体的方策】

○遊休土地を活用した住宅事業の推進○遊休土地を活用した住宅事業の推進○遊休土地を活用した住宅事業の推進○遊休土地を活用した住宅事業の推進

グループ会社を中心に年間 200～300戸の住宅を分譲・賃貸していきま

す。また、一般工務店と連携した電化を中心とする住宅建設・リフォーム

の推進や住宅品質保証の実施などもあわせ、グループ全体で電化を中心と

した良質な住宅を提供し、安心・便利・快適な生活環境を創造してまいり

ます。

また、こうした事業展開に必要な用地につきましては、社宅・寮跡地等

を売却・活用し、資産の圧縮・収益化も図っていきます。

○決済サービスの実施○決済サービスの実施○決済サービスの実施○決済サービスの実施

金融機関との取引基盤、電気料金の取り扱い実績等といった当社グルー

プの経営資源を有効活用し、代金請求企業に対して、お客さまからの支払

の収納を代行する決済サービスを平成 14年度から実施します。

○ホームセキュリティサービスの実施○ホームセキュリティサービスの実施○ホームセキュリティサービスの実施○ホームセキュリティサービスの実施

ケイ・オプティコムの光ファイバなどの通信回線網を活用して、関西都

市部を中心に、戸建住宅やマンションなどへのホームセキュリティサービ

スを平成 14年度から実施してまいります。

○給食サービスの実施○給食サービスの実施○給食サービスの実施○給食サービスの実施

専門給食会社と合弁で新会社を設立し、当社グループの信頼と合弁先企

業のノウハウを融合することで、平成 14 年度から福祉給食や事業所給食

などの給食サービスを実施します。

○介護事業の展開○介護事業の展開○介護事業の展開○介護事業の展開

平成 13年度にスタートした有料老人ホームに続き、平成 14年度、新た

な施設を設置し、サービスの拡大を図っていきます。
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１－３．情報通信分野１－３．情報通信分野１－３．情報通信分野１－３．情報通信分野
グループの情報通信に関する経営資源を集約したケイ・オプティコムにおい

て、平成 13 年６月から、ＰＨＳを利用したインターネット接続サービス「ｅ

ｏ64 エア」やマンション向けインターネット接続サービス「ｅｏメガファイ

バ（マンションタイプ）」など、光ファイバネットワークをベースとした多様

なサービスを開始しております。

平成 14年度は、これにＦＴＴＨ（Fiber To The Home；戸建住宅への光フ

ァイバ引き込み）によるインターネット接続サービス「ｅｏメガファイバ（ホ

ームタイプ）」を加え、様々なラストアクセス手段をメニューとして取り揃え、

家庭向け、企業向けに総合的な情報通信サービスを提供していきます。

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞
１３年度推定実績 １６年度

ｅｏ64 ｴｱ 6.5万件 15万件

ｅｏﾒｶﾞﾌｧｲﾊﾞ
（ﾏﾝｼｮﾝﾀｲﾌﾟ）

0.3万戸 12万戸

ｅｏﾒｶﾞﾌｧｲﾊﾞ
（ﾎｰﾑﾀｲﾌﾟ）

平成１４年４月より
サービス開始

30万件

【具体的方策】【具体的方策】【具体的方策】【具体的方策】

○通信事業展開の加速○通信事業展開の加速○通信事業展開の加速○通信事業展開の加速

戸建て住宅に光ファイバを引込み、超高速インターネットサービスを提

供する「ｅｏメガファイバ（ホームタイプ）」を平成 14年４月から関西一

円で開始します。

関西一円に広がる高速ネットワークの上で、インターネット接続サービ

スに加え、今後、ＶｏＩＰ（Voice over IP;ＩＰネットワークを活用した音

声電話サービス）、多チャンネル放送やコンテンツ配信といった多彩なア

プリケーションの提供に取り組んでいきます。
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１－４．環境分野１－４．環境分野１－４．環境分野１－４．環境分野
当社は、地球環境問題を重要な経営課題と位置づけ、原子力を中心とした電

源開発等により、ＣＯ２排出原単位（電気の使用量１kWh あたりのＣＯ２排出

量）で 0.28kg-ＣＯ２/kＷh（平成 12年度実績）と国内の電力会社において最も

低いレベルを達成するなどの取り組みを推進してきました。今後とも、当社と

しては、地球温暖化防止、資源リサイクル等に積極的に取り組んでまいります。

また、こうした環境保全に対する当社の技術・経験の蓄積を新たなビジネス

に結びつけ、収益の拡大につなげていきます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【具体的な方策】【具体的な方策】【具体的な方策】【具体的な方策】

○環境マネジメントシステムの整備○環境マネジメントシステムの整備○環境マネジメントシステムの整備○環境マネジメントシステムの整備

引き続き、従来の環境管理システムをＩＳＯ１４００１に適合させる取

り組みを実施していきます。

環境会計については、算定項目の拡大と算定方法の標準化を行うととも

に、経営管理ツールとして環境対策の効率性評価に活用するなど、一層の

充実を図ります。

○地球温暖化防止に関する技術開発の推進○地球温暖化防止に関する技術開発の推進○地球温暖化防止に関する技術開発の推進○地球温暖化防止に関する技術開発の推進

火力発電所からのＣＯ２の分離回収・有効利用技術、人工荒廃地における

植林技術（タイでのマングローブ植林、豪州での炭鉱跡地植林）等の地球

温暖化防止に関する技術開発を行います。

○資源リサイクルの取り組み○資源リサイクルの取り組み○資源リサイクルの取り組み○資源リサイクルの取り組み

グループワイドでの廃棄物３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）

の推進に努めるとともに、資機材購入についてのガイドラインを策定する

などグリーン購入の取り組みをさらに進めていきます。

○リサイクル事業の展開○リサイクル事業の展開○リサイクル事業の展開○リサイクル事業の展開

昨年度から実施してきた流木のチップ化、廃棄物の無焼成レンガ化に加

え、発泡・無発泡ポリスチレン製品のリサイクルに取り組むなど、グルー

プ各社が有する、環境・廃棄物処理関連の資源、技術、ノウハウを活用し、

さらなる事業化を進めていきます。
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２．経営基盤の構築２．経営基盤の構築２．経営基盤の構築２．経営基盤の構築
２－１．設備形成２－１．設備形成２－１．設備形成２－１．設備形成・運用の取り組み・運用の取り組み・運用の取り組み・運用の取り組み
平成 14 年度供給計画におきましては、「競争力の強化」「エネルギーセキュ

リティの確保」「地球環境保全の推進」に重点をおき、効率化を推進するとと

もに、長期的かつ公益的な課題についても引き続き取り組みます。

（１）電源開発計画（１）電源開発計画（１）電源開発計画（１）電源開発計画
　電力の安定供給を前提に、長期的なエネルギーセキュリティの確保や経済性、

地球環境保全に配慮し、原子力を電源開発の基軸として最優先に取り組むとと

もに、火力、水力などについても継続して開発に努めます。

電源開発計画電源開発計画電源開発計画電源開発計画［主要分］［主要分］［主要分］［主要分］
出　力

発 電 所 名
（万ｋＷ）

運 転 開 始 備　考

#1 90.0 16- 8舞　鶴
（石炭） #2 90.0 22- 8

工　事　中

和歌山（ＬＮＧ） 370.0 24年度以降 着工準備中火力

御坊第二（新種燃料） 440.0 24年度以降 着工準備中

金居原（揚水） 228.0 24年度以降 着工準備中
水力

大滝（一般水力） 　　1.05 15- 3 工　事　中

#3 　76.9 22年度他社
受電

敦　賀
（原子力） #4 　76.9 22年度以降

日本原子力発電（株）

（２）電力流通設備計画（２）電力流通設備計画（２）電力流通設備計画（２）電力流通設備計画
流通設備形成においては、供給信頼度の維持に万全を期しつつ、徹底した設

備の有効活用を進めるとともに、地域特性や需要動向に応じた効率的な設備形

成を目指していきます。

主要送変電設備計画主要送変電設備計画主要送変電設備計画主要送変電設備計画

名　　称 工 事 概 要 運　転　開　始

送
電

舞 鶴 火 力 線 500kV 15.8km 15- 6

変
電

紀の川変電所       
（増　設）

500/275kV Tr 1000MVA 14-11



 12

（３）電力需給計画（３）電力需給計画（３）電力需給計画（３）電力需給計画
原子力の安全・安定運転を第一に、長期にわたり安定した需給の維持を図る

とともに、定格熱出力一定運転の導入による原子力のさらなる高稼働運転に努

めるなど、効率的な設備運用を図っていきます。

特に、火力については、平成 12年度から総合的な効率化を目的とした長期

計画停止を行っていますが、至近の需要動向を勘案し、今年度はさらに 90万

ｋＷ追加することとしました。なお、これらのユニットにつきましては、今後

の需要の伸びに応じて順次再稼働する予定です。

長期計画停止対象ユニット長期計画停止対象ユニット長期計画停止対象ユニット長期計画停止対象ユニット
発 電 所 名 ユ ニ ッ ト 出力（万ｋＷ） 備　　考
御　　坊
相　　生
赤　　穂
宮　　津
高　　砂
海　　南
大　　阪
三　　宝

２号
２、３号
１号
１号
２号
２、４号
２、３号
――

　　６０．０
　　７５．０
　　６０．０
　　３７．５
　　４５．０
　１０５．０
　　３１．２
　　１５．６

既停止分

高　　砂
海　　南

１号
１号

　　４５．０
　　４５．０

平成１４年度～

計 １３ユニット 　５１９．３

８月最大電力バランス８月最大電力バランス８月最大電力バランス８月最大電力バランス

年度 平成１３ １４ １５ １６ １７ １８ ２３

項目 （実績）

需　　要
（万ｋＷ）

3,185 2,999 3,013 3,030 3,067 3,111 3,330

供給力計
（万ｋＷ）

3,532 3,413 3,309 3,351 3,338 3,383 3,608

供給予備力
（万ｋＷ）

347 414 296 321 271 272 278

同 上 率
（％）

10.9 13.8 9.8 10.6 8.8 8.8 8.3
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電源構成比率電源構成比率電源構成比率電源構成比率

　
  （注）年度末設備、発電電力量には他社受電分を含みます。

年度末設備構成比年度末設備構成比年度末設備構成比年度末設備構成比

26 27
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13 11

9 9
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26
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発電電力量構成比発電電力量構成比発電電力量構成比発電電力量構成比

53 50
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ＬＮＧ

石炭

原子力
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２－２　抜本的なコストダウン２－２　抜本的なコストダウン２－２　抜本的なコストダウン２－２　抜本的なコストダウン（経営効率化計画）（経営効率化計画）（経営効率化計画）（経営効率化計画）
価格競争力と財務体質の強化を図る上で、コストダウンは最も有効な手段で

あり、着実に進めていく必要があります。今後も、業務のあらゆる面において

創意工夫を行い、絶え間ない取り組みを続けてまいります。

（１）設備形成の効率化（１）設備形成の効率化（１）設備形成の効率化（１）設備形成の効率化
　　　○設備投資のさらなる削減○設備投資のさらなる削減○設備投資のさらなる削減○設備投資のさらなる削減

設備投資については、既設設備のさらなる利用率向上を図るとともに、

新技術・新工法の導入によるコストダウン、設備の重要度に応じた改修

時期・範囲の見直し、資材調達コスト低減への取り組みなどを織り込み、

平成 14～16年度の設備投資は平均 3,400億円以下とすることを目指し

ます。

なお、平成 14年度の設備投資については、これらの方策を織り込ん

だ結果、3,680億円と計画しており、昨年度計画の 4,398億円から約 700

億円の削減を図っております。

                

○資材調達コストの低減○資材調達コストの低減○資材調達コストの低減○資材調達コストの低減

資材の調達においては、価格競争力のある取引先の開拓、規格・仕様

の合理化、サプライチェーン・マネジメントや電子商取引など多様な取

り組みにより、当社にとって最適な資材調達を推進していきます。

設備投資の実績および見通し設備投資の実績および見通し設備投資の実績および見通し設備投資の実績および見通し

6,7316,7316,7316,731
6,4456,4456,4456,445

7,5487,5487,5487,548

6,1226,1226,1226,122

4,7904,7904,7904,790
4,4984,4984,4984,498 4,3984,3984,3984,398

3,2173,2173,2173,217

4,1694,1694,1694,169
3,6803,6803,6803,680

0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成 8 9 10 11 12 13 14 15

実績 平成13年度計画 平成14年度計画 （＊）設備投資額には附帯事業を含む。

（億円）

（年度）
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（２）設備運用（２）設備運用（２）設備運用（２）設備運用・保全の効率化・保全の効率化・保全の効率化・保全の効率化
　　　○原子力利用率の向上○原子力利用率の向上○原子力利用率の向上○原子力利用率の向上

引き続き、安全性、信頼性の確保を前提とした上で、定期検査中の

特別工事を計画的に集約する等の効率化の推進に加え、平成 14年度か

らは定格熱出力一定運転の導入により、原子力のさらなる高稼働運転

に努め、過去の最大値をさらに上回る 85％以上の原子力利用率を達成

することを目指します。

　　　○石油火力機の長期計画停止拡大○石油火力機の長期計画停止拡大○石油火力機の長期計画停止拡大○石油火力機の長期計画停止拡大

平成 12年度からの長期計画停止対象の石油火力機に高砂１号、海

南１号の２機、合計 90万 kＷをさらに追加し、修繕費、諸経費の一

層の削減を図ります。

　　　○修繕費の低減○修繕費の低減○修繕費の低減○修繕費の低減

修繕費は平成 12年度の実績が 1.95円／kＷhと過去最低の水準と

なりました。今後とも、以下の方策等により、設備保全の効率化に

努め、定期点検のスケジュール変動等による増加要因を吸収できる

ように努めます。

・ＲＢＭ（リスク・ベース・メンテナンス）手法を取り入れ、当社が

自主開発した新保全計画策定システムの導入により安全性と発電品

質を低下させることなく、定期点検、改修費を大幅に削減します。

原子力利用率の実績および計画値原子力利用率の実績および計画値原子力利用率の実績および計画値原子力利用率の実績および計画値

73.873.873.873.8

84.284.284.284.2 84.384.384.384.3
82.082.082.082.0 81.881.881.881.8

83.883.883.883.8
86.986.986.986.9 86.686.686.686.6

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

平成 8 9 10 11 12 13 14 15

（％）

（年度）

（推定実績）
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・電力設備、水力発電設備の運用保全体制を再編し、運用面では支店

（支社）給電制御所へ、保全面は電力センターへの一元化を行って

まいります。

（３）業務運営の効率化（３）業務運営の効率化（３）業務運営の効率化（３）業務運営の効率化
　　　○国際展開に関わる体制の見直し○国際展開に関わる体制の見直し○国際展開に関わる体制の見直し○国際展開に関わる体制の見直し

従来、海外情勢の調査や交渉・連絡業務の拠点としてニューヨーク、

パリ等に海外事務所を設置しておりましたが、今日的な視点から固定

的な拠点にこだわらず、機動的な展開を図っていきます。

既存の海外事務所を廃止した上で、グループ企業との連携を行うな

ど、必要に応じた柔軟な対応を行うことで、従来より低コストで機能

的な国際ネットワークを構築していきます。

○請負多層構造の簡素化○請負多層構造の簡素化○請負多層構造の簡素化○請負多層構造の簡素化

現場第一線技術力の確保を最優先に、グループ直営力を活用し、各

工事毎に、一層効率的な体制を構築することにより、請負体制の多層

構造を簡素化し、低コスト体質への改革を進めます。

販売電力量当たり修繕費販売電力量当たり修繕費販売電力量当たり修繕費販売電力量当たり修繕費

3.273.273.273.27

2.962.962.962.96

2.652.652.652.65
2.732.732.732.73

2.502.502.502.50

2.222.222.222.22

1.951.951.951.95

2.832.832.832.83

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

平成 5 6 7 8 9 10 11 12 

（円／kWh）

（年度）
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（４）要員の効率化（４）要員の効率化（４）要員の効率化（４）要員の効率化
従来の「平成 15年度末の従業員数を平成 10年度末から 1,000人程度

削減する」という目標から、採用抑制の継続、グループ企業への出向・

転籍、期間を限定した早期退職優遇措置等のさらなる充実により、管理

部門、発電・流通部門等の要員効率化をさらに進め、「平成 16年度末ま

でに平成 13年度 9月末から電力本体の要員を 3,000人程度削減する」

ことを目指します。

また、上記計画にとどまらず、業務のアウトソーシングなどにより、

電力本体の要員数の一層の削減を検討します。

定期採用人数定期採用人数定期採用人数定期採用人数

平成元年度 ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４
（予定）

1,051人 779人 729人 653人 509人 244人 189人 185人

（５）負荷平準化への取り組み（５）負荷平準化への取り組み（５）負荷平準化への取り組み（５）負荷平準化への取り組み
平成 23 年度に 57.3％の負荷率を達成すべく、選択約款メニューのさ

らなる普及促進や主に夜間の安価な電気を利用する自然冷媒（ＣＯ２）ヒ

ートポンプ給湯器「エコキュート」の販売促進などにより、毎年度、着

実な負荷率改善に努めます。

年負荷率の見通し（気温補正後）年負荷率の見通し（気温補正後）年負荷率の見通し（気温補正後）年負荷率の見通し（気温補正後）

53.653.653.653.6

53.053.053.053.0 52.952.952.952.9
52.652.652.652.6

53.453.453.453.4 53.453.453.453.4
52.952.952.952.9

53.653.653.653.6

55.255.255.255.2

56.456.456.456.4

55.555.555.555.5

56.956.956.956.9
57.357.357.357.3

50

51

52

53

54

55

56

57

58

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 18 23平成

（％）

（年度）

（推定実績）
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　　　　　　　負荷平準化機器の普及状況　　　　　　　負荷平準化機器の普及状況　　　　　　　負荷平準化機器の普及状況　　　　　　　負荷平準化機器の普及状況（＊）平成１３年度は１２月末実績
年度 平成 6 7 8 9 10 11 12 13(*)

電気温水器契約口数（千口） 349 352 358 368 379 392 409 435
蓄熱調整契約軒数（口） 757 883 1,103 1,392 1,877 2,804 3,815 4,488
（氷蓄熱＜エコアイス＞再掲） 205 250 353 525 902 1,711 2,620 3,237
ﾋﾟｰｸｶｯﾄ型自動販売機設置台数
（台）

- - 7,361 50,953 98,178 148,086 194,795 226,538

（６）（６）（６）（６）ITITITITの活用による業務効率化の活用による業務効率化の活用による業務効率化の活用による業務効率化
保全業務の効率化をねらいとした「流通設備保全管理システム」や管

理間接業務を電子化する「新オフィスシステム」など、従来の業務を抜本

的に見直す新システムの開発、導入を行い、効果的に ITを活用すること

で、業務効率化に努めてまいります。
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３．人づくり３．人づくり３．人づくり３．人づくり・しくみづくり・しくみづくり・しくみづくり・しくみづくり

３－１．人づくり３－１．人づくり３－１．人づくり３－１．人づくり
○ソリューション提供に向けた人材の育成○ソリューション提供に向けた人材の育成○ソリューション提供に向けた人材の育成○ソリューション提供に向けた人材の育成

お客さまのニーズにあったソリューションを提供していくためには、自ら

が提供する商品についての専門知識だけでなく、お客さまニーズや商品に関

連する幅広い知識や技術力、さらにはこれらを活かしたコンサルティング能

力を持った人材が不可欠です。

コーチング手法を活用したＯＪＴの強化、ゼネコン・メーカーなどへの研

修派遣、エンジニアリング・トレーニング・センターでの実機研修等により、

お客さま本位のソリューションが提供できる有能なプロ集団を育成します。

○ＩＴを活用した遠隔学習○ＩＴを活用した遠隔学習○ＩＴを活用した遠隔学習○ＩＴを活用した遠隔学習（ｅ（ｅ（ｅ（ｅ----ラーニング）の拡大ラーニング）の拡大ラーニング）の拡大ラーニング）の拡大

平成 13 年度より、パソコンやネットワークなどのＩＴを活用して時間

的・空間的制約を受けずに学習できる「ｅ－ラーニング」の導入に向けて取

り組んできました。

平成 14 年度から適用範囲の拡大を図り、効率的な教育のあり方を追求す

るとともに、一人ひとりのレベル・理解度に応じたきめ細かい教育を行うこ

とで、一層効果的・効率的な人材育成を推進していきます。

○成果評価制度の本格的展開○成果評価制度の本格的展開○成果評価制度の本格的展開○成果評価制度の本格的展開

平成 13 年度より、成果をより重視するという観点から、人事・賃金制度

を一体のものとして全面的に見直し、目標管理の手法を用いた成果評価制度

を試行してきました。

平成 14 年度からは、この制度を本格的に実施し、評価の納得性を高め、

一人ひとりがやる気とやりがいを持って、業務に邁進することができる環境

づくりを整備してまいります。

３－２．しくみづくり３－２．しくみづくり３－２．しくみづくり３－２．しくみづくり
○成果契約制度の導入○成果契約制度の導入○成果契約制度の導入○成果契約制度の導入

平成 14 年度から、社長と各支店・支社長、火力センター所長との間で定

量的な成果目標の達成を約束する「成果契約」を実施します。また、関係会

社社長とも、平成 14年度から、グループの連結目標達成に向けて、「外販売

上高」「経常利益」について成果契約を結びます。
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○経営管理システムの本格運用○経営管理システムの本格運用○経営管理システムの本格運用○経営管理システムの本格運用

全社的な戦略策定機能を強化すると同時に、お客さまに直接接する現場第

一線の自律性を強化するため、計画、予算、要員の仕組みを一体化させた経

営管理システムを平成14年４月より本格運用いたします。バランスト・スコ

アカード（＊２）とＰＣＡ（＊３）の考え方を取り入れることにより、戦略

的な方針管理へ進化を図ったシステムとなっております。

○関係会社の抜本的な再編成○関係会社の抜本的な再編成○関係会社の抜本的な再編成○関係会社の抜本的な再編成

関係会社を発電、送電、配電、土木建築等部門単位に機能別に再編し、本

体を含めた効率化を徹底的に追求すること等により、グループ全体での経営

資源の最適配置を目指していきます。

＊２　バランスト・スコアカード
企業業績を①財務業績に加えて、②顧客、③内部プロセス、④従業員のスキル・学習

面といった４つの視点で幅広く定義し、それらのバランス（短期的な成果から中長期に
わたる取り組みの成果）を保ちながら、企業の財務業績を中長期的に実現していくため
の経営管理手法です。

＊３  ＰＣＡ
「Profit after Cost of Asset (資産コスト差引後利益）」の略。

資本市場から求められる必要最低利益を「資産コスト」として認識し、資産コスト差引
後の付加価値を示すもので、当社独自の指標です。ＰＣＡを全社に展開することにより、
社内の各組織が資本市場と同じ視点で収益性向上、資産効率向上に取り組むことができ
ます。

固定資産
有 利 子 負 債

負債ｺｽﾄ

株主資本ｺｽﾄ

加重平均

資本コスト

（ＷＡＣＣ）

“資産コストレート”

設　　　定

資産に対応する資本

コストへ置き換え

ＷＡＣＣ×
投下資本

総資産

資産コスト＝総資産×ハードルレート

税引後事業利益－資産コスト＝PCA

Ｂ／Ｓ

電気事業資産からのリタ－ン

収益性向上への

取り組み

資産効率向上への

取り組み
＋＋＋＋ PCAの向上

ＰＣＡ（Ｐｒｏｆｉｔ　ａｆｔｅｒ　Ｃｏｓｔ　ｏｆ　Ａｓｓｅｔ）の概要ＰＣＡ（Ｐｒｏｆｉｔ　ａｆｔｅｒ　Ｃｏｓｔ　ｏｆ　Ａｓｓｅｔ）の概要ＰＣＡ（Ｐｒｏｆｉｔ　ａｆｔｅｒ　Ｃｏｓｔ　ｏｆ　Ａｓｓｅｔ）の概要ＰＣＡ（Ｐｒｏｆｉｔ　ａｆｔｅｒ　Ｃｏｓｔ　ｏｆ　Ａｓｓｅｔ）の概要

株主資本

その他

固定資産

固定資産仮勘定

核燃料

投資等

流動資産

　　

　当社の資産コストレートは３．５％に設定
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Ⅳ．財務目標Ⅳ．財務目標Ⅳ．財務目標Ⅳ．財務目標

【連結ベース】【連結ベース】【連結ベース】【連結ベース】

ﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰ 平成１４～１６年度のﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰは平均２，５００億円以上。

ＲＯＡ
（総資産事業利益率）

平成１４～１６年度のＲＯＡは、平均２．４％以上。

株主資本比率 平成１６年度末を目途に株主資本比率を２４％以上。

有利子負債 平成１６年度末を目途に有利子負債残高を３．８兆円以下。

経常利益
（参考）

平成１４～１６年度の経常利益は、平均１，６００億円以上。

設備投資
（参考）

平成１４～１６年度の設備投資を平均４，３００億円以下。

グループ事業
の経常利益
（注）（参考）

平成１８年度に２９０億円以上。

        （注）連結子会社利益および持分法適用による利益の合計値
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【単独ベース】【単独ベース】【単独ベース】【単独ベース】（　）は平成１３年度計画での目標値

ﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰ
平成１４～１６年度のﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰは、平均３，１００億円以上。
（平成１３～１５年度平均　２，０００億円以上）

ＲＯＡ
（総資産事業利益率）

平成１４～１６年度のＲＯＡは、平均２．５％以上。
（平成１３～１５年度平均　２．３％以上）

株主資本比率
平成１６年度末を目途に株主資本比率を２３％以上。
（平成１５年度末で２０％以上）

有利子負債
平成１６年度末を目途に有利子負債残高を３．５兆円以下。
（平成１６年度末で４兆円以下）

ＰＣＡ
平成１４～１６年度のＰＣＡは、平均　△７００億円以上。
（平成１３～１５年度平均　△８００億円以上）

経常利益
（参考）

平成１４～１６年度の経常利益は、平均１，６００億円以上。
（平成１３～１５年度平均　１，５００億円以上）

設備投資
（参考）

平成１４～１６年度の設備投資を平均３，４００億円以下。
（平成１３～１７年度平均　４，５００億円以下）

    


